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（１）調査目的 

我が国の戸建て住宅の生産供給にあっては、ハウスメーカー、ビルダーなど大手によるものだけで

なく、年間供給戸数 50 戸未満の中小大工工務店が住宅供給の主要な担い手となっており、戸建て注

文木造住宅では在来工法の約 50％を、２×４工法の 約 35％を占めている。 

加えて、地域住宅を支える点検やメンテナンス等の家守りは、元請と下請の区別を問わず、一人親

方を含めた大工と年間供給戸数 50 戸未満の中小工務店が主な担い手となっている。一方で、これら

の中小の大工・工務店については、これまで様々な調査が行われているが、その事業規模、事業内容

などのその実態を把握するには至っていない。 

本アンケート調査は、これからの地域住宅の生産や家守りを支えていくうえで重要な役割を担う中

小の大工・工務店の実態を把握するとともに、本アンケート内容を基礎資料として整理することによ

り、今後取り組むべき方策等の検討につなげることを目的として実施した。 

 

（２）調査対象・方法等 

①調査対象 

平成 28 年度 木造技能者育成検討委員会※1（事務局：（一社）木を活かす建築推進協議会）に参画

する以下の木造住宅関連の業界団体※2に加盟する事業者で、年間施工実績 50 棟未満の事業者を対象

として実施した。 
※1木造技能者育成検討委員会 

委員長 蟹澤 宏剛 芝浦工業大学 工学部建築工学科 教授 

委 員 権藤 智之 首都大学東京 都市環境学部 建築都市コース 准教授 

磯崎 芳之 一般社団法人 日本木造住宅産業協会 特命担当部長 

玉野 茂男 一般社団法人 日本ツーバイフォー建築協会 事業部長 

大野 年司 一般社団法人 ＪＢＮ 副会長 

中嶌 達郎 一般社団法人 全国中小建設工事業団体連合会 

熊川 三興 一般社団法人 全国住宅産業地域活性化協議会 会長 

小倉 範之 全国建設労働組合総連合 技術対策部長 

松下 誠  一般社団法人 全国住宅産業地域活性化協議会 理事 

鈴木 貴雄 全愛知建設労働組合 副執行委員長 
※2全国建設労働組合総連合、（一社）全国中小建築工事業団体連合会、（一社）ＪＢＮ、（一社）日本木造住宅産業協会、

（一社）日本ツーバイフォー建築協会、（一社）全国住宅産業地域活性化協議会  

 

②調査方法 

各団体に加盟する調査対象となる事業者に対し、E-mail、FAX、郵送により配布・回収を行うアン

ケート調査とした。 

  

③調査実施時期 

 配布・回収期間：平成 28 年 12 月～平成 29 年 3 月 

 

（３）アンケート調査票 

本アンケート調査で用いた調査票は 9 つの領域（①工務店の概要、②経営者属性、③業務内容、④

事業実績・規模等、⑤直近３年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績、⑥元請として受注して

いる平均的な戸建て住宅、⑦業務体制、⑧社員の採用・育成等、⑨経営状況・施策への取組状況）に

より構成される全 72 問の選択式（一部、記入式）アンケート調査となっている。 
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全体結果

工務店等(一人親方以外）

元請戸数別クロス集計

地域別クロス集計

個人事業主（一人親方）

（４）調査票の配布と回収（団体別、工務店等・一人親方別） 

  アンケート調査票は、事前に各団体に予想回収数を示してもらうと同時に可能な限り 47 都道府県

から経済センサスに基づいた大工・工務店数の割合に近くなるように手配した。（表 1-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート調査票の総回収数は 2,778 票であった。各団体別の回収票数、及び全体に対する割合、

及び各団体別の回答票における法人形態（工務店等、一人親方）、及び全体に対する割合を表 1-2 に

示す。Q1 法人形態の従業員のいない個人事業主（一人親方）を一人親方、従業員がいる個人事業主

を含めたそれ以外を工務店等して分類している。ｎ値（数）が合わないのは Q1 へ無回答が 28 件あ

るためとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）分析の構成 

  得られたアンケート調査結果について、全体結果に加え、法人形態、地域、団体等を考慮し、以下

の通り（図 1-1）に分類し、各項目について分析を行った。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1-1．分析の構成 

(n=2,778) 

(n=1,986) 

(n=764) 

表 1-2．アンケート調査票回収数及び団体別内訳 

ｎ ｎ ｎ
% % %

57 件 55 件 2 件

2,134 件 1,392 件 726 件

274 件 250 件 21 件

116 件 107 件 1 件

132 件 131 件 0 件

65 件 51 件 14 件

2,778 件 1,986 件 764 件
全体

100.0% 100.0% 100.0%

2.3% 2.6% 1.8%

4.8% 6.6% 0.0%

4.2% 5.4% 0.1%

9.9% 12.6% 2.7%

76.8% 70.1% 95.0%

全体 工務店等 一人親方

2.1% 2.8% 0.3%

（一社）日本ツーバイフォー建築協会

（一社）全国中小建築工事業団体連合会

1

2

3

4

5

6

No. 協力団体名

（一社）日本木造住宅産業協会

全国建設労働者総連合

（一社）全国住宅産業地域活性化協議会

（一社）ＪＢＮ

配布 回収 配布 回収 ％

（一社）日本木造住宅産業協会 335 95 330 57 17.3% 60.0%

全国建設労働組合総連合 6,651 2,000 5,030 2,134 42.4% 106.7%

（一社）全国住宅産業活性化協議会 824 250 850 274 32.2% 109.6%

（一社）JBN 1,109 338 450 116 25.8% 34.3%

（一社）ツーバイフォー建築協会 354 111 360 132 36.7% 118.9%

（一社）全国中小建築工事業連合会 430 131 280 65 23.2% 49.6%

総　　数 9,703 2,925 7,300 2,778 38.1% 95.0%

予定 実際
達成率

表 1-1．アンケート調査票配布予定と実回収数団体別内訳 
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平成 28 年工務店実態調査アンケート 

２．実施結果 

（２）単純集計 全回答（工務店＋一人親方） 
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団体名 

 

 

2.1

76.8

9.9

4.2

4.8

2.3

0 20 40 60 80 100

木住協

全建総連

住活協

JBN

2×4協会

全建連

（％）

N=2,778
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Ⅰ．工務店の概要 
Q1.法人形態 

■「株式会社」（29.0％）が最も多く、次いで「個人事業者（一人親方）」（27.9％）、「有限会社」（22.5％）。 

(1)法人形態 

 

 
Q2.資本金 

■「200～500 万円未満」（30.9％）が最も多く、次いで「200 万円未満」（23.4％）、「500 万円～1

千万円未満」（21.9％）。 

(2)資本金 

 

 
Q3.設立年 

■「1980～1989 年」（21.0％）が最も多く、次いで「1990～1999 年」（19.5％）、「1970～1979 年」

（17.6％）。 

(3)設立念 

 

  

29.0

22.5

0.0

0.0

20.5

27.8

0.2

0 10 20 30 40

株式会社

有限会社

合名会社

合資会社

個人事業者（従業員有）

個人事業者（一人親方）

その他

（％）

N=2,750

23.4

30.9

21.9

20.1

3.2

0.6

0 10 20 30 40

200万円未満

200～500万円未満

500万円～1千万円未満

1千～4千万円未満

4千万～1億未満

1億円以上

（％）

N=2,470

5.4

4.9

9.8

17.6

21.0

19.5

13.6

8.3

0 5 10 15 20 25

1949年以前

1950～1959年

1960～1969年

1970～1979年

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

（％）

N=2,693
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Q4.所在地 

■「埼玉県」（8.2％）が最も多く、次いで「兵庫県」（6.1％）、「岡山県」（5.9％）、「東京都」（5.6％）、

「山形県」（5.0％）。 

(4)所在地 

 

  

1.6

0.4

1.6

3.6

1.3

5.0

2.4

1.9

0.5

2.3

8.2

3.9

5.6

1.6

2.2

0.4

0.3

2.1

1.8

2.2

2.2

1.0

3.3

1.7

1.2

0.5

0.7

6.1

0.5

0.4

1.3

1.2

5.9

4.7

3.7

2.5

2.4

2.8

0.1

1.3

1.3

3.4

0.4

0.7

0.7

0.8

0.0

0 2 4 6 8 10

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

新潟県

富山県

石川県

福井県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

（％）

N=2,744
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Q5.建設業許可 

■「建築工事業（建築一式）」（75.8％）が最も多く、次いで「大工工事業」（22.9％）、「ない」（17.9％）。 

(5)建設業許可 

 

Q6.所属団体 

■「全建総連」（76.7％）が最も多く、次いで「建築士事務所協会」（15.3％）、「建設業協会」（13.5％）。 

(6)所属団体 

 

Q7.所属しているリフォーム団体 

■「その他」（34.6％）が最も多く、次いで「（一社）全建総連リフォーム協会」（32.5％）、「（一社）

住活協リフォーム」（8.8％）。 

(7)所属しているリフォーム団体 

 

  

17.9

75.8

22.9

8.3

6.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ない

建築工事業（建築一式）

大工工事業

内装仕上工事業

その他

（％）

N=2,741

13.5

76.7

4.7

7.5

4.3

4.7

4.5

0.3

15.3

8.3

0 20 40 60 80 100

建設業協会

全建総連

全建連

JBN

木住協

2×4協会

住活協

全住協

建築士事務所協会

その他

（％）

N=2,694

0.2

4.8

8.0

1.5

1.1

0.1

5.2

32.5

6.9

8.8

34.6

0 10 20 30 40

（一社）マンション計画修繕施工協会

（一社）日本住宅リフォーム産業協会

日本木造住宅耐震補強事業者協同組合

（一社）リノベーション住宅推進協議会

（一社）ベターライフリフォーム協会

（一社）日本塗装工業会

（一社）リフォームパートナー協議会

（一社）全建総連リフォーム協会

（一社）住宅リフォーム推進サポート協議会

（一社）住活協リフォーム

その他

（％）

N=873
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Ⅱ．経営者の属性 

Q8.年齢 

■「60～64 歳」（21.3％）が最も多く、次いで「65～69 歳」（20.1％）、「40～49 歳」（17.3％）。 

(8)年齢 

 

Q9.出身 

■「親または親族からの継承」（44.5％）が最も多く、次いで「大工・工務店の親方からの独立」

（40.6％）、「大工以外の建設業からの発展・転身」（7.4％）。 

(9)出身 

 

Q10.後継者等の有無 

■「現在の代表者の代で事業を終了する」（32.0％）が最も多く、次いで「後継者をすでに決めて

いる」（31.5％）、「事業を継続するつもりだが、後継者はまだ決まっていない」（30.2％）。 

(10)後継者等の有無 

 

  

0.0

4.7

17.3

10.8

15.2

21.3

20.1

10.6

0 5 10 15 20 25

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上

（％）

N=2,744

44.5

40.6

0.8

0.8

1.2

7.4

1.9

2.8

0 20 40 60

親または親族からの継承

大工・工務店の親方からの独立

木材店からの発展・転身

資材流通業者からの発展・転身

不動産・開発業者からの発展・転身

大工以外の建設業からの発展・転身

その他の異業種からの参入

その他

（％）

N=2,752

後継者をすで

に決めている
31.5%

事業を継続す

るつもりだが、

後継者はまだ

決まっていな

い

30.2%

現在の代表者

の代で事業を

終了する
32.0%

他者に事業を

譲るつもり
2.3%

その他

4.0%

N=2,735
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Ⅲ．業務の内容 

Q11.現在の主たる業務内容 

■「リフォーム工事の元請」（78.8％）が最も多く、次いで「注文住宅の元請」（75.6％）、「リフォ

ーム工事の下請」（30.9％）。 

(11) 現在の主たる業務内容 

 

Q12.従たる業務内容 

■「その他」（44.5％）が最も多く、次いで「不動産賃貸業」（39.3％）、「建材・木材販売等」（15.9％）。 

(12) 従たる業務内容 

 

Q13.従たる業務の売上金額の割合 

■「10％未満」（59.7％）が最も多く、次いで「10～20％未満」（13.0％）、「20～30％未満」（8.1％）。 

■従たる業務の売上金額の割合の平均値は 12.3％。 

(13) 従たる業務の売上金額の割合 

  

75.6

26.9

78.8

31.9

26.5

12.8

8.4

4.1

4.7

4.9

7.0

13.3

2.5

0 20 40 60 80 100

注文住宅の元請

注文住宅の下請

リフォーム工事の元請

リフォーム工事の下請

住宅以外の建設工事の元請

住宅以外の建設工事の下請

不動産販売・管理・仲介

分譲住宅の販売

分譲住宅の建設（元請）

分譲住宅の下請

大工・工務店以外の専門工事

設計監理

その他

（％）

N=2,762

39.3

15.9

6.7

44.5

0 10 20 30 40 50

不動産賃貸業

建材・木材販売等

飲食店などの異業種

その他

（％）

N=623

59.7

13.0

8.1

6.1

2.8

6.3

1.7

1.2

0.6

0.6

0 20 40 60 80

10%未満

10～20％未満

20～30％未満

30～40％未満

40～50％未満

50～60％未満

60～70％未満

70～80％未満

80～90％未満

90％以上

（％）

N=1,328
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Q14.今後取り組む予定の業務内容 

■「リフォーム工事の元請」（74.4％）が最も多く、次いで「注文住宅の元請」（63.4％）、「リフォ

ーム工事の下請」（27.6％）。 

(14) 今後取り組む予定の業務内容 

 

Q15.建築士事務所登録について 

■「なし」（57.6％）、「登録済み」（42.4％）。 

(15) 建築士事務所登録について 

 

Q16.建築士会に所属している社員について 

■「いない」（69.8％）、「所属社員がいる」（3.2％）。 

(16) 建築士会に所属している社員について 

 

  

63.4

22.8

74.4

27.6

22.1

9.8

9.3

3.8

6.2

3.2

7.3

10.1

3.4

0 20 40 60 80

注文住宅の元請

注文住宅の下請

リフォーム工事の元請

リフォーム工事の下請

住宅以外の建設工事の元請

住宅以外の建設工事の下請

不動産販売・管理・仲介

分譲住宅の販売

分譲住宅の自ら建設又は元請

分譲住宅の下請

大工・工務店以外の専門工事

設計監理

その他

（％）

N=2,155

登録済み

42.4%
なし

57.6%

N=2,720

所属社員がい

る
30.2%

いない

69.8%

N=2,685
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Q17.宅地建物取引業の免許について 

■「なし」（78.9％）、「免許あり」（21.1％）。 

(17) 宅地建物取引業の免許について 

 

Ⅳ．事業実績や規模 

Q18-1.全体売上高 

■「～3000 万円未満」（36.3％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（19.9％）、「1～2 億

円未満」（13.3％）。 

(18)-1 全体売上高 

 

Q18-2. 戸建元請売上高 

■「～3000 万円未満」（29.8％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（23.7％）、「6000 万

円～1 億円未満」（15.5％）。 

(18)-2 戸建元請売上高 

  

免許あり

21.1%

なし

78.9%

N=2,656

0.0

36.3

19.9

13.0

13.3

11.1

4.1

1.4

0.7

0.1

0.0

0 10 20 30 40

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=2,182

1.6

29.8

23.7

15.5

11.8

11.9

3.7

1.5

0.4

0.0

0.0

0 10 20 30 40

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=1,131
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Q18-3. 戸建下請売上高 

■「～3000 万円未満」（70.4％）が最も多く、次いで「0 円」（9.5％）、「3000～6000 万円未満」（8.1％）。 

(18)-3 戸建下請売上高 

 

Q18-4. リフォーム元請売上高 

■「～3000 万円未満」（67.7％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（17.5％）、「6000 万

円～1 億円未満」（6.8％）。 

(18)-4 リフォーム元請売上高 

 

Q18-5. リフォーム下請売上高 

■「～3000 万円未満」（80.8％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（7.6％）、「0円」（6.5％）。 

(18)-5 リフォーム下請売上高 

  

9.5

70.4

8.1

2.6

5.5

1.8

1.2

0.0

0.8

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=493

0.2

67.7

17.5

6.8

5.7

1.5

0.4

0.1

0.1

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=1,612

6.5

80.8

7.6

2.4

2.0

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=552



（２.（２）単純集計 全回答） 
23 

Q18-6. 住宅以外売上高 

■「～3000 万円未満」（58.6％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（12.8％）、「6000 万

円～1 億円未満」（8.7％）。 

(18)-6 住宅以外売上高 

 

Q18-7. 全体戸数（戸） 

■「１～4戸」（26.4％）が最も多く、次いで「20～49 戸」（21.3％）、「10～19 戸」（19.5％）。 

(18)-7 全体戸数（戸） 

 

Q18-8. 戸建元請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（66.9％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（12.2％）、「10～19 戸」（9.7％）。 
(18)-8 戸建元請戸数（戸） 

 

  

3.9

58.6

12.8

8.7

7.0

5.3

1.9

0.7

1.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=584

1.3

26.4

17.8

19.5

21.3

7.6

6.2

0 5 10 15 20 25 30

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=1,164

3.0

66.9

12.2

9.7

7.0

1.0

0.2

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=987
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Q18-9. 戸建下請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（52.2％）が最も多く、次いで「0 戸」（16.0％）、「5～9 戸」（14.2％）。 

(18)-9 戸建下請戸数（戸） 

 

Q18-10. リフォーム元請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（32.7％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（20.0％）、「10～19 戸」（18.4％）。 

(18)-10 リフォーム元請戸数（戸） 

 

Q18-11. リフォーム下請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（38.8％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（16.6％）、「10～19 戸」（15.7％）。 

(18)-11 リフォーム下請戸数（戸） 

 

  

16.0

52.2

14.2

8.0

6.4

1.8

1.4

0 10 20 30 40 50 60

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=437

0.5

32.7

20.0

18.4

16.8

5.9

5.7

0 10 20 30 40

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=1,318

11.1

38.8

16.6

15.7

11.8

3.5

2.6

0 10 20 30 40 50

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=459
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Q18-12. 住宅以外戸数（戸） 

■「1～4 戸」（48.6％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（16.0％）、「10～19 戸」（13.4％）。 

(18)-12 住宅以外戸数（戸） 

 

 
Q19.御社の現状の粗利益率 

■「5～10％未満」（28.2％）が最も多く、次いで「10～15％」（23.9％）、「15～20％」（21.1％）。 

(19) 御社の現状の粗利益率 

 

Q20.御社が提供している顧客サービス 

■「見積サービス」（92.6％）が最も多く、次いで「築後 2年目までの無料建物点検サービス」（30.9％）、

「資金計画サービス」（26.5％）。 

(20) 御社が提供している顧客サービス 

 

  

7.2

48.6

16.0

13.4

9.8

2.9

2.2

0 10 20 30 40 50 60

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=418

5％未満
16.9%

5～10％未満
28.2%

10～15％未満
23.9%

15～20％未満
21.1%

20％以上
9.9%

N=2,431

92.6

26.5

8.1

24.1

30.9

6.4

4.6

0 20 40 60 80 100

見積サービス

資金計画サービス

仮住まい提供サービス

建物診断サービス

築後2年目までの無料建物点検サービス

有償定期点検サービス

その他

（％）

N=2,525
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Q21.支店数 

■「なし」（93.1％）、次いで「1 店」（4.8％）。 
(21) 支店数 

 

Q22.営業エリア 

■「車で 30～60 分未満」（40.5％）が最も多く、次いで「車で 60 分～90 分未満」（30.9％）、「車で

90～120 分未満」（13.0％）。 

(22) 営業エリア 

 

 
Q23.社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む） 

■「1 名」（38.2％）が最も多く、次いで「2～5名」（36.8％）、「6～10 名」（13.2％）。 

■「1 名」の回答者の多くは、法人形態が「個人事業者（一人親方）」と考えられる。 

(23) 社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む） 

 

  

93.1

4.8

1.3

0.4

0.1

0.3

0 20 40 60 80 100

なし

1店

2店

3店

4店

5店以上

（％）

N=2,724

車で30
分未満
10.1%

車で30～60分
未満
40.5%

車で60～90分
未満
30.9%

車で90～120
分未満
13.0%

車で120分超
5.4%

N=2,708

1名
38.2%

2～5名
36.8%

6～10名
13.2%

11～20名
9.9%

50名以上
1.9%

N=1,891
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Q24.専属大工の人数 

■「なし」（34.6％）が最も多く、次いで「2～5 名」（33.4％）、「1 名」（23.4％）。 
(24) 専属大工の人数 

 

Q25.専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工の人数 

■「なし」（64.0％）が最も多く、「2～5名」（17.0％）、「1 名」（15.9％）。 

■Q24 と比較すると、社会保険料の事業主負担をしている大工（社員大工）は少なく、社会保険料

の事業主負担はしていない専属大工が一定割合いることが分かる。 

(25) 専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工の人数 

 

Q26.社員大工の給与の支払い形態 

■「日給月給」（49.8％）が最も多く、次いで「月給（固定給＋手当）」（25.8％）、「日給」（15.9％）。 

(26) 社員大工の給与の支払い形態 

 

  

なし

34.6%

1名
23.4%

2～5名
33.4%

6～10名
6.2%

11名以上
2.4%

N=2,713

なし

64.0%

1名
15.9%

2～5名
17.0%

6～10名
2.6%

11名以上
0.4%

N=2,453

25.8

3.9

49.8

15.9

0.4

4.2

0 20 40 60

月給（固定給＋手当）

月給（固定給＋歩合給）

日給月給

日給

時間給

その他

（％）

N=1,713
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Q27.社員大工の平均年齢 

■「40～49 歳」（29.6％）が最も多く、次いで「50～59 歳」（24.1％）、「30～39 歳」（22.0％）。 

(27) 社員大工の平均年齢 

 

Q28.社員大工の育成方法 

■「親方や先輩につけて教える」（73.3％）が最も多く、次いで「職業訓練校等に入校させる」（24.2％）、

「仲間の会社に修行に出す」（9.1％）。 

(28) 社員大工の育成方法 

 

Q29.専属・社員大工以外の大工について棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数 

■「2～9 名」（70.8％）が最も多く、次いで「外注無」（12.3％）、「1 名」（10.7％）。 

(29) 専属・社員大工以外の大工について棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数 

 

Q30.大工工事を通常行っている形態 

■「社員大工と外注大工」（39.7％）が最も多く、次いで「外注大工のみ」（32.7％）、「社員大工の

み」（21.7％）。 

■「外注大工」を利用している割合は 72.4％。 

(30) 大工工事を通常行っている形態 

 

0.4

6.5

22.0

29.6

24.1

17.4

0 10 20 30 40

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

（％）

N=1,643

24.2

73.3

9.1

8.9

0 20 40 60 80

職業訓練校等に入校させる

親方や先輩につけて教える

仲間の会社に修行に出す

その他

（％）

N=1,417

外注無

12.3%

1名
10.7%

2～9名
70.8%

10～19名
5.2%

20名以上
1.0%

N=2,381

社員大工のみ

21.7%

社員大工と外

注大工
39.7%

外注大工のみ

32.7%

その他

5.9%

N=2,494
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Q31.外注大工の給与の支払い形態 
■「日給」（40.6％）が最も多く、次いで「日給月給」（37.9％）、「手間受け（坪請負制）」（31.8％）。 

※「月給」は 1 ヶ月単位で算定される定額で支給されるもの 

※「日給月給」は、1ヶ月の定額ですが、年休以外の欠勤分は差引かれます。 

※「日給」は 1 日の定額で労働日数分が支給されます。 

※「手間受け（坪請負制）」は坪単価による工事請負契約で支給されるもの。 

注）「月給」、「日給月給」、「日給」の用語説明は東京労働局東京ハローワークウェブサイト「求人票の見方」

を参考とした。 

(31) 外注大工の給与の支払い形態 

 

Q32-1.社員大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

■「10000～15000 円未満」（46.9％）が最も多く、次いで「8000～10000 円未満」（25.9％）、「8000

円未満」（14.7％）。 

■平均値は 10281 円 

(32)-1 社員大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

 

Q32-2.社員大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

■「10000～15000 円未満」（47.1％）が最も多く、次いで「15000～20000 円未満」（46.9％）。 

■平均値は 14556 円 

(32)-2 社員大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

 

  

1.4

37.9

40.6

31.8

2.0

0 20 40 60

月給（固定給＋歩合給）

日給月給

日給

手間受け（坪請負制）

その他

（％）

N=2,370

14.7

25.9

46.9

11.0

0.6

0.8

0 10 20 30 40 50

8000円未満

8000～10000円未満

10000～15000円未満

15000～20000円未満

20000～25000円未満

25000円以上

（％）

N=618

0.3

0.3

47.1

46.9

4.7

0.8

0 10 20 30 40 50

8000円未満

8000～10000円未満

10000～15000円未満

15000～20000円未満

20000～25000円未満

25000円以上

（％）

N=748
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Q32-3.社員大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

■「15000～20000 円未満」（61.0％）が最も多く、次いで「10000～15000 円未満」（22.0％）。 

■平均値は 16558 円 

(32)-3 社員大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

 

Q32-4.外注大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

■「10000～15000 円未満」（51.9％）が最も多く、次いで「15000～20000 円未満」（26.0％）、「8000

～10000 円未満」（12.6％）。 

■平均値は 12096 円 

(32)-4 外注大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

 

Q32-5.外注大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

■「15000～20000 円未満」（63.7％）が最も多く、次いで「10000～15000 円未満」（21.8％）。 

■平均値は 16156 円 

(32)-5 外注大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

 

  

0.1

0.1

22.0

61.0

14.0

2.8

0 20 40 60 80

8000円未満

8000～10000円未満

10000～15000円未満

15000～20000円未満

20000～25000円未満

25000円以上

（％）

N=1,083

5.4

12.6

51.9

26.0

3.6

0.5

0 20 40 60

8000円未満

8000～10000円未満

10000～15000円未満

15000～20000円未満

20000～25000円未満

25000円以上

（％）

N=661

0.1

0.0

21.8

63.7

12.9

1.5

0 20 40 60 80

8000円未満

8000～10000円未満

10000～15000円未満

15000～20000円未満

20000～25000円未満

25000円以上

（％）

N=1,035
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Q32-6.外注大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

■「15000～20000 円未満」（66.1％）が最も多く、次いで「20000～25000 円未満」（21.6％）。 

■平均値は 17446 円 

(32)-6 外注大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

 

 

Ⅴ．直近 3年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績 

Q33-1.平均新築住宅施工実績 

■「元請け」（68.4％）が最も多く、次いで「なし」（23.1％）、「下請け」（21.5％）。 

(33)-1 平均新築住宅施工実績 

 

Q33-2.平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

■「1～4 戸」（65.3％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（13.1％）、「10～19 戸」（8.7％）。 

■回答企業の平均値は 9.08 戸 

(33)-2 平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

 

  

0.1

0.1

8.8

66.1

21.6

3.3

0 20 40 60 80

8000円未満

8000～10000円未満

10000～15000円未満

15000～20000円未満

20000～25000円未満

25000円以上

（％）

N=1,744

23.1

68.4

21.5

0 20 40 60 80

なし

元請け

下請け

（％）

N=2,623

4.5

65.3

13.1

8.7

6.4

1.3

0.7

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=1,755
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Q33-3.平均新築住宅施工実績（下請戸数） 

■「1～4 戸」（48.0％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（14.9％）、「10～19 戸」（14.4％）。 

■回答企業の平均値は 10.56 戸 

(33)-3 平均新築住宅施工実績（下請戸数） 

 

 
Q34-1.新築住宅施工実績の内容 

■「長期優良住宅」（75.3％）、「性能向上計画認定住宅」が 14.4％、「3 世代同居住宅」が 17.9％。 

(34)-1 新築住宅施工実績の内容 

 

Q34-2.長期優良住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（69.3％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（11.8％）、「10～19 戸」（9.6％）。 

■回答企業の平均値は 6.23 戸 

(34)-2 長期優良住宅の実績戸数 

 

  

11.1

48.0

14.9

14.4

8.5

1.6

1.5

0 10 20 30 40 50 60

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=550

75.3

16.6

20.2

14.4

17.9

6.7

0 20 40 60 80

長期優良住宅

認定低炭素住宅

ゼロエネルギー住宅

性能向上計画認定住宅

3世代同居住宅

ネットゼロエネルギー住宅

（％）

N=1,039

2.6

69.3

11.8

9.6

5.3

0.9

0.4

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=737
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Q34-3.認定低炭素住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（72.1％）が最も多く、次いで「0 戸」（17.0％）、「5～9 戸」（4.8％）。 

■回答企業の平均値は 2.64 戸 

(34)-3 認定低炭素住宅の実績戸数 

 

Q34-4.ゼロエネルギー住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（79.9％）が最も多く、次いで「0 戸」（13.2％）、「5～9 戸」（4.9％）。 

■回答企業の平均値は 1.98 戸 

(34)-4 ゼロエネルギー住宅の実績戸数 

 

Q34-5.性能向上計画認定住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（65.2％）が最も多く、次いで「0 戸」（20.5％）、「5～9 戸」（5.3％）。 

■回答企業の平均値は 3.38 戸 

(34)-5 性能向上計画認定住宅の実績戸数 

 

  

17.0

72.1

4.8

3.0

3.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=165

13.2

79.9

4.9

0.5

1.5

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=204

20.5

65.2

5.3

3.8

4.5

0.8

0.0

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=134
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Q34-6.3 世代同居住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（77.8％）が最も多く、次いで「0 戸」（14.0％）、「5～9 戸」（7.6％）。 

■回答企業の平均値は 1.75 戸 

 (34)-6 3 世代同居住宅の実績戸数 

 

Q34-7.ネットゼロエネルギー住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（52.9％）が最も多く、次いで「0 戸」（36.8％）、「5～9 戸」（5.9％）。 

■回答企業の平均値は 2.15 戸 

(34-)-7 ネットゼロエネルギー住宅の実績戸数 

 

Q35-1.リフォーム実績 

■「元請け」（87.3％）が最も多く、次いで「下請け」（28.6％）、「なし」（6.4％）。 

(35) リフォーム実績 

 

  

14.0

77.8

7.6

0.6

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=171

36.8

52.9

5.9

2.9

0.0

1.5

0.0

0 10 20 30 40 50 60

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=68

6.4

87.3

28.6

0 20 40 60 80 100

なし

元請け

下請け

（％）

N=2,598
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Q35-2.リフォーム実績（元請戸数） 

■「1～4 戸」（29.6％）が最も多く、次いで「10～19 戸」（21.1％）、「5～9 戸」（18.3％）「100 戸

以上」も 6.8％ある。 

■回答企業の平均値は 34.60 戸 

(35)-2 リフォーム実績（元請戸数） 

 

 
Q35-3.リフォーム実績（下請戸数） 

■「1～4 戸」（38.9％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（17.8％）、「10～19 戸」（16.0％）。 

■回答企業の平均値は 23.67 戸 

(35)-3 リフォーム実績（下請戸数） 

 

 
Q36-1.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の実績 

■「なし」（77.1％）、「元請け」（16.5％）が最も多く、次いで「下請け」（9.2％）。 

(36)-1 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の実績 

  

0.2

29.6

18.3

21.1

18.0

6.1

6.8

0 10 20 30 40

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=2,118

2.4

38.9

17.8

16.0

15.8

4.5

4.5

0 10 20 30 40 50

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=707

77.1

16.5

9.2

0 20 40 60 80 100

なし

元請け

下請け

（％）

N=2,376
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Q36-2.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の元請件数 

■「1～4 戸」（78.3％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（7.9％）、「10～19 戸」（5.4％）。 

■回答企業の平均値は 4.29 戸 

(36)-2 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の元請件数 

 

Q36-3.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の下請件数 

■「1～4 戸」（78.3％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（6.6％）、「0戸」（7.1％）。 

■回答企業の平均値は 3.54 戸 

(36)-3 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の下請件数 

 

 

Ⅵ．元請として受注している標準的な戸建住宅 

Q37-1.通常受注している標準的な戸建て住宅について、刻みの種類 

■「プレカット」（81.4％）、「手刻み」（18.6％）。 

(37)-1 通常受注している標準的な戸建て住宅について、刻みの種類 

 

  

3.3

78.3

7.9

5.4

4.1

1.1

0.0

0 20 40 60 80 100

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=369

7.1

78.3

6.6

4.7

2.4

0.9

0.0

0 20 40 60 80 100

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=212

手刻み

18.6%

プレカット

81.4%

N=1,816
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Q37-2.通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積（坪） 

■「20～40 坪未満」（53.6％）が最も多く、次いで「40～50 坪未満」（37.6％）、「50～80 坪未満」

（8.3％）。 

■回答企業の平均値は 37.80 坪 

(37)-2 通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積（坪） 

 

Q37-3.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪単価（万円/坪） 

■「50～80 万円／坪未満」（73.3％）が最も多く、次いで「40～50 万円／坪未満」（17.7％）、「40

万円／坪未満」（5.1％）。 

■回答企業の平均値は 53.85 万円／坪 

(37)-3 通常受注している標準的な戸建て住宅の坪単価（万円/坪） 

 

Q37-4.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当構造材材積（㎥/坪） 

■「0.2～0.5 ㎥／坪未満」（52.7％）が最も多く、次いで「0.5～0.7 ㎥／坪未満」（29.5％）、「0.7

～1.0 ㎥／坪未満」（15.3％）。 

■回答企業の平均値は 0.66 ㎥／坪 

(37)-4 通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当構造材材積（㎥/坪） 

 

  

0.2

53.6

37.6

8.3

0.1

0.0

0.2

0 10 20 30 40 50 60

20坪未満

20～40坪未満

40～50坪未満

50～80坪未満

80～100坪未満

100～120坪未満

120坪以上

（％）

N=1,802

40万
円/坪
未満
5.1%

40～50万
円／坪未

満
17.7%

50～80万円／
坪未満
73.3%

80～100万円
／坪未満

3.5%

100万円／坪
以上
0.4%

N=1,711

0.9

52.7

29.5

15.3

0.2

1.5

0 20 40 60

0.2㎥／坪未満

0.2～0.5㎥／坪未満

0.5～0.7㎥／坪未満

0.7～1.0㎥／坪未満

1.0～1.5㎥／坪未満

1.5㎥／坪以上

（％）

N=465
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Q37-5.通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数（人/坪） 

■「2～5人／坪未満」（68.8％）が最も多く、次いで「5～8人／坪未満」（20.9％）、「2 人／坪未満」

（8.4％）。 

■回答企業の平均値は 3.72 人／坪 

(37)-5 通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数（人/坪） 

 

Q37-6.通常受注している標準的な戸建て住宅の標準的な工期（ヶ月） 

■「3～5 ヶ月未満」（61.0％）が最も多く、次いで「5～8ヶ月未満」（26.1％）、「3ヶ月未満」（10.8％）。 

■回答企業の平均値は 4.08 ヶ月 

(37)-6 通常受注している標準的な戸建て住宅の標準的な工期（ヶ月） 

 

 

Ⅶ．業務体制 

Q38.営業 

■「社員のみ」（78.4％）が最も多く、次いで「外注のみ」（12.8％）、「社員＋外注」（8.9％）。 

(38) 営業 

 

  

2人／坪未満
8.4%

2～5人／坪未
満

68.8%

5～8人／坪未
満

20.9%

8～10人／坪
未満
1.3%

10人／坪以上
0.5%

N=1,471

3ヶ月未満
10.8%

3～5ヶ月未満
61.0%

5～8ヶ月未満
26.1%

8～10ヶ月
未満
0.9%

10ヶ月未満
1.2%

N=1,699

社員のみ

78.4%

社員＋外注

8.9%

外注のみ

12.8%

N=2,089
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Q39.営業専任者 

■「いない」（84.2％）、「いる」（15.9％）。 

(39) 営業専任者 

 

Q40-1.資金計画提案 

■「提案していない」（53.8％）、「提案している」（46.2％）。 

(40) 資金計画提案 

 

Q40-2.提案の内容【Q40-1=1】 

■「自社で」（67.0％）、「自社以外の協力を得て」（33.0％）。 

(40)-2 提案の内容 

 

Q41.設計者 

■「外注のみ」（37.7％）が最も多く、次いで「社員のみ」（32.5％）、「社員＋外注」（29.8％）。 

(41) 設計者 

 

  

いる

15.9%

いない

84.1%

N=2,565

提案している

46.2%
提案していな

い
53.8%

N=2,577

自社で

67.0%

自社以外の協

力を得て
33.0%

N=825

社員のみ

32.5%

社員＋外注

29.8%

外注のみ

37.7%

N=2,414
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Q42.設計専任者 

■「いない」（69.7％）、「いる」（36.3％）。 

(42) 設計専任者 

 

 
Q43.確認申請業務 

■「外注のみ」（61.7％）が最も多く、次いで「社員のみ」（20.6％）、「社員＋外注」（17.8％）。 

(43) 確認申請業務 

 

 
Q44.木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の作成者 

■「外注のみ」（44.1％）が最も多く、次いで「社員のみ」（28.9％）、「社員＋外注」（27.0％）。 

(44) 木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の作成者 

 

 
Q45.木構造図面外注依頼先 

■「設計事務所」（49.0％）、「プレカット工場」（46.4％）。 

(45) 木構造図面外注依頼先 

 

  

いる

36.3%

いない

63.7%

N=2,322

社員のみ

20.6%

社員＋外注

17.8%外注のみ

61.7%

N=2,506

社員のみ

28.9%

社員＋外注

27.0%

外注のみ

44.1%

N=2,474

設計事務所

49.0%
プレカット工場

46.4%

その他

4.6%

N=2,239
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Q46.現場施工管理者 

■「社員のみ」（79.3％）が最も多く、次いで「外注のみ」（11.9％）、「社員＋外注」（8.9％）。 

(46) 現場施工管理者 

 

Q47.現場施工管理者人数 

■「1 名」（57.9％）が最も多く、次いで「2～5名」（32.5％）、「なし」（6.3％）。 

■回答企業の平均値は 1.90 人 

(47) 現場施工管理者人数 

 

Q48.建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数 

■「1 名」（52.6％）が最も多く、次いで「2～5 名」（35.7％）、「なし」（7.6％）。 
■回答企業の平均値は 1.97 人 

(48) 建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数 

 

Q49.プレカット工場の利用率 

■「9割以上」（48.1％）が最も多く、次いで「7 割～9 割未満」（18.0％）、「利用しない（手刻み）」

（13.5％）。 

(49) プレカット工場の利用率 

 

社員のみ

79.3%

社員＋外注

8.9%
外注のみ

11.9%

N=2,352

なし

6.3%

1名
57.9%

2～5名
32.5%

6～10
名
2.3%

11名以上
1.0%

N=1,928

なし

7.6%

1名
52.6%

2～5名
35.7%

6～10名
2.9%

11名以上
1.3%

N=2,201

13.5

7.8

5.4

7.2

18.0

48.1

0 20 40 60

利用しない（手刻み）

3割未満

3～5割未満

5～7割未満

7割～9割未満

9割以上

（％）

N=2,510
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Q50.通常時の工事請負契約の内容 

■「請負金額、工期、代金の支払時期等を記載した契約書での契約」（54.5％）が最も多く、次い

で「契約書に約款を添付して契約している」（38.3％）、「契約書を交わさず口頭で契約」（6.4％）。 

(50) 通常時の工事請負契約の内容 

 

Q51.通常時の契約書に添付する設計図書の図面 

■「確認申請図面程度（平・立面図）」（59.4％）が最も多く、次いで「仕様書を添付する」（36.0％）、

「住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面図・矩計図）」（24.7％）。 

(51) 通常時の契約書に添付する設計図書の図面 

 

Q52.通常時の契約書に添付する見積書 

■「工事別内訳明細書を添付する」（65.4％）が最も多く、次いで「工事別内訳書を添付する」（19.6％）、

「工事費の合計金額見積書を添付する」（12.8％）。 

(52) 通常時の契約書に添付する見積書 

 

  

契約書に約款

を添付して契

約している
38.3%請負金額、工

期、代金の支

払時期等を記

載した契約書

での契約

54.5%

契約書を交わ

さず口頭で契

約
6.4%

その他

0.7%

N=2,644

59.4

24.7

19.1

36.0

6.6

1.6

0 10 20 30 40 50 60 70

確認申請図面程度（平・立面図）

住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面

図・矩計図）

2の図面に加え伏図等を加えた図面

仕様書を添付する

図面は添付しない

その他

（％）

工事別内訳明

細書を添付す

る
65.4%

工事別内訳書

を添付する
19.6%

工事費の合計

金額見積書を

添付する
12.8%

坪単価の見積

書を添付する
1.5%

その他

0.7%

N=2,583
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Ⅷ．社員の採用・育成等 

Q53.過去 5年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況 

■「採用あり」（30.9％）、「採用なし」（69.1％）。 

(53) 過去 5年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況 

 

Q54.採用職種【Q53=1】 

■「社員大工」（47.8％）が最も多く、次いで「現場管理者」（41.6％）、「営業職」（29.6％）。 

(54) 採用職種 

 

Q55.どういう経緯での採用か【Q53=1】 

■「ハローワーク」（44.2％）が最も多く、次いで「知人の紹介」（42.6％）、「その他」（19.9％）。 

(55) どういう経緯での採用か 

 

  

採用あり

30.9%

採用なし

69.1%

N=2,719

29.6

22.6

41.6

47.8

26.4

6.5

0 10 20 30 40 50 60

営業職

設計職

現場管理者

社員大工

一般事務

その他

（％）

N=829

44.2

42.6

15.9

13.0

19.9

0 10 20 30 40 50

ハローワーク

知人の紹介

親戚縁者

高校から紹介

その他

（％）

N=816
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Q56.どういう経歴の方の採用か【Q53=1】 

■「新卒（高卒・大卒・その他）」（39.5％）が最も多く、次いで「同業種から」（38.7％）、「建設

系から」（31.8％）。 

(56) どういう経歴の方の採用か 

 

Q57.御社が整備（持っている）している雇用関係書類 

■「出勤簿」（75.5％）が最も多く、次いで「賃金台帳」（68.9％）、「労働者名簿」（58.1％）、「就

業規則」（46.7％）。 

(57) 御社が整備（持っている）している雇用関係書類 

 

Q58.社員の資格保有状況 

■「建築士（一級・二級・木造）」（76.1％）が最も多く、次いで「施工管理技士（1級・2 級）」（50.4％）、

「建築大工（1級・2 級）」（33.5％）。 

(58) 社員の資格保有状況 

 

  

39.5

38.7

31.8

27.2

0 10 20 30 40 50

新卒（高卒・大卒・その他）

同業種から

建設系から

建設以外からの転職

（％）

N=799

46.7

20.6

21.2

75.5

10.2

68.9

58.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

就業規則

労働条件通知書

労働契約書

出勤簿

36協定書

賃金台帳

労働者名簿

（％）

N=1,680

76.1

33.5

2.6

50.4

27.2

10.4

14.6

9.0

28.8

5.6

5.7

4.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

建築士（一級・二級・木造）

建築大工技能士（1級・2級）

枠組壁建築技能士

施工管理技士（1級・2級）

増改築相談員

インテリアコーディネーター

福祉住環境コーディネーター（1～3級）

建設業経理事務士

住宅建物取引主任者又は宅地建物取引士

住宅ローンアドバイザー

ファイナンシャルプランナー

その他

（％）

N=1,990
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Q59.社員の社会保険の加入状況 

■「労災保険」（85.1％）が最も多く、次いで「健康保険」（68.1％）、「厚生年金」（55.5％）、「雇

用保険（失業保険）」（55.3％）。 

(59) 社員の社会保険の加入状況 

 

 

Ⅸ．経営の状況や施策への取組状況 

Q60.御社の現在の経営状況に対する認識 

■「普通」（53.8％）が最も多く、次いで「悪い」（27.0％）、「良い」（10.9％）。 

(60) 御社の現在の経営状況に対する認識 

 

Q61.従業員を今後雇用する見通し 

■「少し増やしたい」（26.4％）、「増やしたい」（9.6％）、「このままで行く」（61.3％）。 

(61) 従業員を今後雇用する見通し 

 

  

55.3

85.1

68.1

16.1

26.6

55.5

0 20 40 60 80 100

雇用保険（失業保険）

労災保険

健康保険（建設国保含む）

健康保険（協会けんぽ）

国民年金

厚生年金

（％）

N=2,185

非常に良い

2.0%

良い

10.9%

普通

53.8%

悪い

27.0%

非常に悪い

6.3%

N=2,731

増やしたい

9.6%

少し増やした

い
26.4%このままで行く

61.3%

やや減らした

い
1.2%

減らしたい

1.5%

N=2,672
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Q62.今後の経営上重視すること 

■「現在の事業の範囲で維持または拡大を図る」（54.0％）が最も多く、次いで「決めていない」

（22.8％）、「次世代へ事業を継続させる意思はない」（14.1％）。 

(62) 今後の経営上重視すること 

 

Q63.平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について 

■「経営者が参加した」（53.5％）が最も多く、次いで「誰も参加していない」（28.3％）、「現場監

督が参加した」（17.0％）。 

(63) 平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について 

 

Q64.御社が標準としている省エネルギー仕様について 

■平成２５（２８）年基準を標準としているものが（27.5％）。 

(64) 御社が標準としている省エネルギー仕様について 

 

  

54.0

13.2

1.1

14.1

22.8

1.0

0 10 20 30 40 50 60

現在の事業の範囲で維持または拡大を図る

現在の事業に加え、他の事業分野も取り組

み拡大を図る

現在の事業から他の事業へ転進を図る

次世代へ事業を継続させる意思はない

決めていない

その他

（％）

N=2,714

53.5

17.0

14.5

5.2

6.7

16.0

28.3

1.2

0 10 20 30 40 50 60

経営者が参加した

現場監督が参加した

社員大工が参加した

専属大工が参加した

営業が参加した

設計担当が参加した

誰も参加していない

その他

（％）

N=2,676

43.5

4.3

8.4

4.0

27.5

10.1

2.1

0 10 20 30 40 50

取組んでいない

ネットゼロエネルギー住宅

ゼロエネルギー住宅

認定低炭素住宅

平成25（28）年基準省エネ住宅

平成11年基準省エネ住宅

平成11年以前の仕様による省エネ住宅

（％）

N=2,596
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Q65.御社が標準としている耐震仕様について 

■「建築基準法相当」（71.2％）が最も多く、次いで「耐震等級 2 相当（構造躯体の倒壊等防止）」

（15.0％）、「耐震等級 3相当（構造躯体の倒壊等防止）」（13.8％）。 

(65) 御社が標準としている耐震仕様について 

 

Q66.平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への取組について 

■「住宅事業者として地域グループに参加した」（23.6％）（３か年計）。 

(66) 平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への取組について 

 

Q67.取組なかった理由【Q66=1】 

■「事業を知らなかった」（49.5％）が最も多く、次いで「興味がなかった」（34.8％）、「参加グル

ープがなかった」（10.6％）。 

(67) 取組なかった理由 

 

Q68-1.参加した後について【Q66=2】 

■「建設した」（53.9％）、「参加したが新築物件がなかった」（46.1％）。 

(68)-1 参加した後について 

 

  

建築基準法相

当
71.2%

耐震等級2相
当（構造躯体

の倒壊等防

止）
15.0%

耐震等級3相
当（構造躯体

の倒壊等防

止）
13.8%

N=2,605

取組んでいな

い
74.1%

住宅事業

者として地

域グループ

に参加した
23.6%

取組んだがメ

リットがないの

でやめた
2.4%

N=2,713

事業を知らな

かった
49.5%

参加グループ

がなかった
10.6%

興味がなかっ

た
34.8%

その他

5.1%

N=1,965

参加したが新

築物件がな

かった
46.1%

戸建設した

53.9%

N=597
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Q68-2.参加した後について_建設戸数【Q68-1=2】 

■「1～4 戸」（61.8％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（22.1％）、「10～19 戸」（13.9％）。 

■回答企業の平均値は 4.59 戸 

(68)-2 参加した後について_建設戸数 

 

Q69.平成 27～28 年度の地域型住宅グリーン化事業への取組について 

■「住宅事業者として地域グループに参加した」（19.9％）（２か年計）。 

(69) 平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組について 

 

Q70.取組なかった理由【Q69= 1】 

■「事業を知らなかった」（53.1％）、「興味がなかった」（33.1％）、「参加グループがなかった」（9.2％）。 

(70) 取組なかった理由 

 

Q72-1.参加した後について【Q70= 2】 

■「建設した」（59.0％）、「参加したが新築物件がなかった」（41.0％）。 

(72)-1 参加した後について 

 

 

0.9

61.8

22.1

13.9

1.3

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=317

取組んでいな

い
78.5%

住宅事業者として地域

グループに参加した
19.9%

取組んだがメリットが

ないのでやめた
1.6%

N=2,658

事業を知らなかった

53.1%

参加グループがなかった

9.2%

興味がなかった

33.1%

その他

4.7%

N=2,018

参加したが新

築物件がな

かった
41.0%戸建設した

59.0%

N=449
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Q72-2.参加した後について_建設戸数【Q72-1= 2】 

■「1～4 戸」（74.6％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（19.2％）、「10～19 戸」（5.8％）。 

■回答企業の平均値は 3.19 戸 

(72)-2 参加した後について_建設戸数 

 

 
Q73.長期優良住宅化リフォーム事業について 

■「行ったことはない」（86.3％）が最も多く、次いで「その他の性能向上工事を行った」（6.8％）、

「特定性能向上工事を行った」（5.9％）。 

(73) 長期優良住宅化リフォーム事業について 

 

 

0.0

74.6

19.2

5.8

0.4

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=260

特定性能向上

工事を行った
5.9%

その他の性能

向上工事を

行った
6.8%

三世代同居改

修工事を行っ

た
1.0%

行ったことはな

い
86.3%

N=2,561
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